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30分で読める！

公益社団法人 全日本不動産協会
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今月のテーマ(1)：百貨店・スーパーの動向    
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【百貨店及びスーパーマーケットの地域別売上高及び店舗動向】

わが国の経済動向をみるうえで、個人消費の状況を把握することは最も大切な視点です。何故ならば、個人消費はわが

国GDP（国内総生産）の5割以上を占めており、個人消費の動向が日本経済全体を左右するといっても過言ではないから

です。昨今、国会で食料品などの消費税減税について議論されていますが、これも個人消費を喚起することが目的の一つ

と見られています。ここでは、小売業におけるカテゴリー別売上高及び店舗動向を整理してみたいと思います。小売業の

基本は店舗による事業展開です。このため、不動産事業者は仲介業務、賃貸借契約は勿論のこと、リフォームやリノベー

ションに関わることで不動産関連ビジネスを拡げられると考えられています（図表1参照）。

まず、百貨店の地域別売上高及び店舗動向をみてみましょう。百貨店は衰退産業と言われており、2026年1月現在、百

貨店が存在しない都道府県は4つ（島根県、山形県、徳島県、岐阜県）となっています。そもそも百貨店が衰退してきた

背景としては、①プライベートブランドの浸透による価格競争の激化、②通信販売やネット販売の拡大、③人口減少と地

方都市の衰退、等が挙げられます。百貨店売上高はバブル期のピークには10兆円を計上していましたが、その後は店舗

の減少とともに売上高は減少傾向をたどり、2025年にはピークの6割程度にまで売上高は下がってしまいました。こうし

たなかで、コロナ禍が一巡した2023年以降はインバウンド需要拡大を契機に売上高が回復してきました。さらに、富裕

層によるブランド品、宝飾品の購入拡大も売り上げ拡大に寄与しています。但し、2025年に入ると売上高の動きは一進

一退となっています。店舗数についても減少傾向に歯止めが掛かっていません。

一方、スーパーマーケットについては売上高、店舗数ともに順調に拡大しています。スーパーの売上構成比をみると、

一般食品（含む飲料、酒類）24％、日配品（弁当、おにぎりなど）19％、青果16％、畜産14％、水産11％、総菜10％

となっています。すなわち売上高の94％が飲食料品関係で占められているわけです。こうした状況に着目して。昨今で

は食料品に特化した食品スーパーの出店が目立っています。食品スーパーは商圏が狭く、営業時間は比較的長く、出店コ

ストが低いことが特徴となっています。このため、東京などの大都市圏では小型食品スーパーを積極的に出店し、コンビ

ニやドラッグストアなど他の業態に流れていた客層を取り戻そうといった動きもみられているようです。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表1）主な小売業の地域別売上高及び店舗動向・その1～百貨店、スーパーマーケット編 ※2025年のデータ

 都県名 2023年 2024年 2025年 24年4Q 25年1Q 25年2Q 25年3Q 25年4Q 売上高 （2019年比） 店舗数 （2019年比）

 １．百貨店既存店売上高（前年比、％） （億円） （％） （店） （％）

　  埼玉県 2.0 -0.7 -2.4 -1.1 -2.1 -4.4 -1.8 -1.5 1,603 -14.6 10 -37.5 

 千葉県 3.6 0.5 -0.2 -1.4 -2.7 -1.5 1.3 1.8 1,698 3.1 3 -40.0 

 東京都 11.3 7.5 -3.0 1.0 -0.7 -8.8 -3.8 0.7 21,390 14.9 29 -6.5 

 神奈川県 2.3 3.4 -0.1 1.8 -1.2 -3.2 1.5 2.3 4,792 9.0 14 -12.5 

 全国 9.3 6.7 -1.5 1.9 0.1 -6.5 -1.1 1.0 71,417 13.4 180 -15.5 

 愛知県 11.1 8.3 1.7 4.0 2.4 -3.0 2.8 4.3 5,383 3.2 6 -45.5 

 大阪府 16.8 13.7 0.5 6.3 2.6 -7.1 4.0 2.5 12,984 33.1 20 0.0

 福岡県 13.4 11.3 -4.5 3.3 -0.9 -11.3 -4.9 -1.5 3,719 22.8 6 -14.3 

 ２．スーパーマーケット既存店売上高（前年比、％）

　  埼玉県 3.8 3.2 2.7 2.5 2.9 3.2 2.3 2.5 13,958 71.2 473 55.1

 千葉県 3.5 2.7 3.7 2.7 3.1 4.6 3.9 3.4 9,890 39.5 309 28.8

 東京都 3.5 3.2 4.3 4.1 4.0 5.6 3.8 3.9 16,909 36.2 426 23.8

 神奈川県 2.0 2.2 3.8 2.2 3.0 4.7 3.4 3.9 13,175 38.0 361 22.0

 全国 2.4 2.2 2.7 2.2 2.8 3.5 2.3 2.4 166,672 27.2 6,058 20.3

 愛知県 -2.0 1.9 3.3 1.3 3.6 3.4 2.2 3.9 10,562 11.6 334 9.9

 大阪府 3.7 3.0 3.5 2.5 3.0 4.0 3.3 3.6 9,228 8.4 299 2.7

 福岡県 5.7 3.4 2.9 6.9 4.3 5.0 2.9 -0.2 4,461 24.0 163 10.1

（出所）経済産業省「商業動態統計月報」を基に作成。2026年3月12日までに発表のもの。ブルー枠はポジティブな数値（前年比5％超、2019年比20％超の伸び率）。

（1）百貨店売上高は東京都、大阪府、福岡県といった大都市部での伸び率が相対的に高い。一方、店舗数は全国的に減少傾向を示す。

（2）スーパー売上高はインフレ進行もあってここにきて復調傾向にある。店舗数は小型スーパー拡大によって埼玉県の伸び率が高い。



今月のテーマ(2)：コンビニ、家電量販店の動向
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【コンビニ及び家電量販店の地域別売上高及び店舗動向】

次に、コンビニエンスストア及び家電量販店の地域別売上高及び店舗動向を見てみましょう。コンビニ業界は1920年

代に米国で誕生し、1970年代にわが国に導入されました。コンビニの特徴としては早朝から深夜までお店が開いている

ことが挙げられます。わが国のコンビニの形態は、大手企業によるフランチャイズ・チェーンがほとんどであり、市街地

での出店が多く、店舗スペースに比較して食料品や日用品・雑誌を主体に取り扱い品目数は非常に多岐にわたっています。

さらに、公共料金振込み、スポーツやコンサートなどのチケット販売といった商品販売以外のサービスも展開しています。

このようにわが国のコンビニは、独自の進化・発展を遂げてきたと言えるかもしれません（図表2参照）。

コンビニ業界の売上高は順調に成長してきましたが、2023年以降は陰りが見え始めています。その最大の要因は、デ

フレ経済からインフレ経済への転換によって商品単価が上がったため、客足が遠のいたことが挙げられます。最近では、

以前100円台であったおにぎりが200円以上することも珍しくありません。テイクアウトのコーヒーも随分値上がりして

しまいました。また、コロナ禍を契機にイートインコーナーを縮小・廃止したお店も少なくありません。収益源のひとつ

であったチケット販売にしても、最近ではスマホなどを利用したネット販売が主流になってきて取扱高が減少傾向をた

どっているようです。さらに、人手不足により店舗経営を維持することが出来ずに閉店を余儀なくされるといったケース

も増えつつあるようです。この結果、都心中心部を除くと、コンビニの店舗数は減少傾向にあり、こうした状況は益々拍

車が掛かっているようです。

また、家電量販店の売上高は一時苦戦を強いられていましたが、ここにきて順調に推移しています。コロナ禍では外出

自粛により売上高は低迷しましたが、その後は時短・省エネ志向の家電製品や猛暑による季節商品の需要増加が牽引して

います。特に、ロボット掃除機や自動調理器、食洗機など時短や利便性を追求した商品が好調に推移しています。さらに

2025年に入るとWindows10のサポートサービス終了などを契機にパソコン需要が高まったことも売上増に寄与しまし

た。こうした状況を背景に店舗数も順調に増えていますが、今後は2027年末に予定されている蛍光灯の生産終了に伴っ

て、LED照明への切り替え需要が売上増大に寄与すると見られています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表2）主な小売業の地域別売上高及び店舗動向・その２～コンビニ、家電量販店編 ※2025年のデータ

 都県名 2023年 2024年 2025年 24年4Q 25年1Q 25年2Q 25年3Q 25年4Q 売上高 （2019年比） 店舗数 （2019年比）

 ３．コンビニエンスストア既存店売上高（前年比、％） （億円） （％） （店） （％）

　  埼玉県 -0.6 -0.3 2.4 -0.3 2.0 1.8 2.1 2.4 7,117 11.8 2,921 1.2

 千葉県 0.1 -0.6 3.3 -0.6 2.6 2.9 3.2 3.3 6,849 12.0 2,706 2.0

 東京都 -0.5 -0.3 2.5 -0.3 2.2 2.4 2.6 2.5 20,150 12.8 7,234 1.1

 神奈川県 -0.4 0.5 2.4 0.5 2.4 2.5 2.3 2.4 9,544 11.4 3,717 1.1

 全国 4.4 1.2 3.4 1.0 2.9 4.2 3.3 3.0 133,212 9.3 56,659 0.3

 茨城県 -1.1 0.5 1.7 0.5 2.3 2.2 1.9 1.7 3,262 7.3 1,413 -1.5 

 栃木県 0.0 0.1 1.3 0.1 1.5 1.6 1.2 1.3 2,156 6.5 935 1.6

 群馬県 -0.3 0.1 -0.1 0.1 0.7 0.0 0.3 -0.1 1,975 3.5 896 -2.5 

 ４．家電量販店既存店売上高（前年比、％）

　  埼玉県 -2.6 2.7 4.2 4.8 2.7 2.6 6.8 -1.0 2,319 23.4 154 25.2

 千葉県 -2.0 1.2 5.6 6.4 8.7 8.2 2.3 3.7 1,960 8.1 131 10.1

 東京都 1.9 6.7 4.3 7.7 5.5 3.5 5.5 6.7 10,447 16.1 199 16.4

 神奈川県 0.0 1.5 2.2 4.3 3.6 5.2 -1.7 2.4 3,539 6.9 151 11.0

 全国 -1.1 2.1 4.1 2.2 5.3 3.8 1.6 5.6 49,214 8.3 2,657 4.3

 茨城県 -5.7 14.9 3.1 12.4 3.0 2.1 1.0 6.6 953 9.5 55 -6.8 

 栃木県 -15.7 0.6 3.8 3.6 5.2 4.2 -1.3 6.7 1,003 5.3 47 6.8

 群馬県 0.9 7.2 8.2 15.0 15.6 3.1 1.5 11.9 1,375 62.5 42 10.5

（出所）経済産業省「商業動態統計月報」を基に作成。2026年3月12日までに発表のもの。ブルー枠はポジティブな数値（前年比5％超、2019年比20％超の伸び率）。

（1）コンビニの売上高が2025年以降回復しているのはインフレに伴う客単価上昇によるものであり、客数の減少傾向は続いている。

（2）家電量販店の売上高はインフレに伴う商品価格値上げの影響を受けて改善傾向にある。店舗数は埼玉県の増加振りが目立っている。



今月のテーマ(3)：ドラッグS、ホームCの動向
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【ドラッグストア及びホームセンターの地域別売上高及び店舗動向】

さて、ドラッグストア及びホームセンターの地域別売上高及び店舗動向はどうでしょうか。ドラッグストアは小売業の

なかでは、過去10年間で最も成長した業態と言えるのではないでしょうか。ドラッグストアの場合、調剤医薬品部門の

伸長に加えて、食料品や日用品などの「ついで買い」が売上貢献しているものと見られています。さらに、ドラッグスト

アは、OTC医薬品、調剤医薬品、食品、日用品、美容関連まで揃う「ワンストップショッピング」が可能な業態であり、

中長期的にも高齢化社会との親和性が高いと考えられています（図表3参照）

   ドラッグストアの売上高は全国的にみても相対的に高い伸びを続けてきました。2025年の業界全体の売上高は10兆円

近くとなっており、いずれはコンビニ業界を凌駕するのではないかと見られています。かつてのドラッグストアの売上高

はOTC医薬品（大衆薬）、サプリメント、トイレタリーが主体でしたが、最近では調剤医薬品（医療機関の処方箋に基づ

いた医薬品）、食料品の売上増大が寄与しています。調剤医薬品売上高が増えているのは、規制緩和などにより調剤医薬

併設店が増えてきたことが貢献していると思われます。こうした状況を背景に、ドラッグストアの店舗数は2025年末現

在、全国で2万店を突破し順調に増加を続けています。ちなみに、ドラッグストアの食品の売上構成比は3割を占めてい

ます。ある週末、少し体調がすぐれないので、仕事帰りに風邪薬を買って自宅で静養しようとしたら、ついついビール、

酎ハイ、おつまみを買って週末は家でゆっくりしようといった人も少なからずいるのではないでしょうか。

ホームセンターの売上高及び店舗数は減少傾向をたどっています。ホームセンターの場合、業態の性格上ある程度の売

り場面積が必要であることが特徴となっています。ホームセンターは、日曜大工用品を主体に、園芸用品・手工芸用品・

家具、自動車用品、家電製品などの生活用品を幅広く揃えた店が多くなっていますが、売上高は減少傾向を示しています。

このことは、そもそも園芸に関わったり、自動車保有している人が減っていることが影響していると考えられます。店舗

数はここ数年4,500店舗と横這いで推移しています。また、2021年にニトリホールディングスが島忠を完全子会社化、

2022年にはカインズが東急ハンズ（現：ハンズ）を完全子会社化するなど業界内での再編も進んでいます。今後は、食

品スーパーなど他の業態との提携などによって寡占化と淘汰が一段と進むものと見られています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表3）主な小売業の地域別売上高及び店舗動向・その３～ドラッグストア、ホームセンター編 ※2025年のデータ

 都県名 2023年 2024年 2025年 24年4Q 25年1Q 25年2Q 25年3Q 25年4Q 売上高 （2019年比） 店舗数 （2019年比）

 ５．ドラッグストア既存店売上高（前年比、％） （億円） （％） （店） （％）

　  埼玉県 8.8 8.5 4.3 9.0 6.1 6.1 3.8 1.4 5,476 30.9 1,226 14.3

 千葉県 10.2 8.1 4.1 8.3 4.3 5.5 3.6 3.2 4,896 42.5 1,013 22.9

 東京都 6.4 7.0 5.7 7.1 5.3 6.8 5.1 5.5 9,211 25.2 2,130 15.9

 神奈川県 6.1 4.6 2.9 3.4 2.5 2.9 2.6 3.6 7,016 39.1 1,326 18.6

 全国 8.2 6.9 5.5 6.7 5.8 6.6 4.6 5.2 94,141 37.7 20,373 24.1

 茨城県 6.6 6.7 3.8 4.2 3.7 4.7 2.4 4.3 2,529 36.6 502 28.1

 栃木県 7.7 4.5 4.4 4.0 4.0 4.9 3.9 5.0 1,850 39.2 385 37.0

 群馬県 7.6 5.6 3.8 4.3 4.0 4.4 2.3 4.5 1,674 33.6 396 30.7

 ６．ホームセンター既存店売上高（前年比、％）

　  埼玉県 3.0 3.1 1.3 3.6 2.6 1.2 -0.2 1.6 2,296 12.8 186 9.4

 千葉県 0.3 2.2 -0.3 2.0 0.9 1.4 -1.7 -1.6 2,026 0.2 184 3.4

 東京都 8.1 7.2 3.3 6.7 3.5 4.7 2.0 3.2 2,428 9.1 180 20.0

 神奈川県 2.7 4.2 0.7 5.5 2.5 2.9 -0.7 -1.3 1,721 8.4 152 17.8

 全国 -1.3 -1.3 -1.0 -3.4 -3.2 -1.4 -0.6 0.5 33,917 3.6 4,563 4.7

 茨城県 -0.2 2.7 0.7 2.7 1.4 1.1 1.8 -1.3 1,379 9.7 131 5.6

 栃木県 -0.4 0.5 -1.3 -0.6 -3.5 -0.6 0.1 1.4 752 1.8 94 -1.1 

 群馬県 3.2 2.3 -1.6 -0.5 -1.4 -2.1 -1.3 -1.8 920 4.3 92 1.1

（出所）経済産業省「商業動態統計月報」を基に作成。2026年3月12日までに発表のもの。ブルー枠はポジティブな数値（前年比5％超、2019年比20％超の伸び率）。

（1）ドラッグストアの売上高は小売業界のなかでも相対的な高い伸び率を維持している。店舗数も全国的に増加傾向を続けている。

（2）ホームセンターの売上高は他の小売業態との競合によって停滞傾向が顕著になっている。店舗数もそれほど増加していない。
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【東京都の地域別不動産市場の動向その1・葛飾区エリアの分析】

今回から、数回にわたって東京都の地域別動向について見ていきたいと思います。第一回目は葛飾区についてです。

葛飾区は古くから農村地帯として栄え、江戸時代には幕府直轄の農村として整備されてきました。葛飾区の特徴とし

ては、交通の便が良いことが挙げられます。葛飾区には「JR総武線・総武本線」「JR常磐線」「京成本線・京成押上

線・京成金町線」「成田スカイアクセス」「北総鉄道北総線」等が通っており、新小岩から東京まで総武本線快速で

13分、亀有からは千代田線直通の常磐線で乗り換えなしで都心に行け、都内へのアクセスは抜群です。

さて、葛飾区は「総武線エリア」「常磐線エリア」「京成線エリア」に大別されます。総武線エリアは賃料水準、

売買価格水準とも高めであり、新小岩駅周辺では再開発計画が進行しています。一方、常磐線エリアは賃貸運用が安

定していることが特徴です。亀有駅周辺は生活利便が高く、単身だけではなく、カップル・小家族にも選ばれやすい

地域と言われています。現時点で常磐線沿線では再開発計画は具体化していませんが、賃料水準、売買価格水準とも

実需に基づいて適正且つ安定的に推移していることが特徴となっています。また、京成線エリアは今後も最もポテン

シャル（潜在的な成長性）が高いエリアと言えるのではないでしょうか。金町駅（JR常磐線と京成金町線）は再開発

余地が大きく、不動産価格の値上がり余地と住みやすさの両立で評価されると見られています。さらに、青砥駅は都

心までのアクセスの良さという交通の利便性、京成立石駅は再開発計画の進行による不動産価値向上期待という点で

注目される地域として注目されています（図表4-1参照）。

ところで、葛飾区にある堀切菖蒲園（ほりきりしょうぶえん）は花菖蒲で有名な公園で、見ごろは６月ごろとなっ

ています。200種6000株の花菖蒲が咲き乱れている風景は壮観で、めずらしい品種もあるので、お花の愛好家も楽し

める公園です。こうしたなかで、地下鉄8号線（押上～亀有）、地下鉄11号線（押上～松戸）の延伸計画が注目されて

います（現時点では着工及び完成予定時期は公表されていない）。延伸計画が実現すれば、都心部への所要時間が大

幅に短縮されると期待されています。また、立石駅、小岩駅開発が始動しており、買い物など利便性向上により中長

期的には不動産価格の上昇が見込まれるのではないでしょうか（図表4-2参照）。
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（図表4-1）葛飾区に関わる基礎データ、基礎知識とは…

 項目  葛飾区の基礎データ  葛飾区以外の情報／他の特別区トップの状況など

 面積（25年1月1日現在）  34.80万㎡で特別区では第7位（6位は江東区の42.99万㎡）  特別区トップは大田区61.85万㎡、次いで世田谷区58.05万㎡

 葛飾区は東京都の北東部に位置します。都内では足立区、墨田区、江戸川区と隣接。さらに、東側は江戸川を境に千葉県松戸

 市・市川市、北側は大場川を境に埼玉県三郷市・八潮市と隣接しています。

 人口（25年1月1日現在）  469,916人で特別区で第9位（8位は江東区の541,685人）  特別区トップは世田谷区の92.3万人、次いで練馬区74.5万人

 65歳以上の人口割合  24.1%（113,141人）、特別区のなかでは足立区に次ぐ2位  特別区平均は21.0%（204万人）、最下位は中央区の14.2％

 外国人の人口割合  6.86%（32,446人）、特別区23区のなかでは13位  特別区平均は6.70%、トップは新宿区14.51%（51,639人）

 地価上昇率  2025年地価公示では住宅地5.4%上昇、商業地9.6％上昇  特別区トップは住宅地中央区+13.9%、商業地+台東区14.8%

 葛飾区の中古マンション  中古マンション市場は、2015年→2019年でじわじわ上がり、2020年以降に上昇が加速化したことが特徴となっています。

（REINS調べ）  中古マンションの成約価格は、2018年度2,787万円、2021年度2,877万円、2023年度3,180万円、2024年度3,922万円。

 コロナ禍後の建築費上昇、新築価格の高騰、低金利下での購入マインド拡大を背景に城東エリア全体で需要が増大しました。

 賃貸住宅市場  賃貸住宅市場は、売買市場ほどではありませんが、ここ2～3年で上昇圧力が明確化していることが特徴となっています。

（LIFULL調べ）  葛飾区の足元の相場感では、ワンルーム7.61万円、1K8.66万円、1LDK12.61万円、2LDK17.28万円となっています。

 この背景は、販売価格上昇で購入を見送る層の賃貸残留、新築賃料の上振れ、単身・少人数世帯の増加などが挙げられます。

 葛飾区の不動産市場  葛飾区の不動産市場の特徴として、都内23区内で相対的に割安なのに、交通利便は生活利便が向上していることが挙げられ

 ます。新小岩・金町・青砥・亀有・京成立石などを中心に実需が入りやすい価格帯が維持されています。

（出所）東京都及び葛飾区ホームページ等より作成。（注記）特別区とは東京都23区のこと。数値は推計値を含んでいる。
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（図表4-2）東京都葛飾区の位置と鉄道延伸計画

（出所）葛飾区ホームページ等を基に筆者作成。



Ⅰ.ここがポイント（1）         
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定点観測 ⇒ 建設工事受注高は3カ月連続でプラス！

A) 建設受注は民間部門の増加により3カ月連続でプラス（図表5コメント）

B) 住宅着工はマインドの低下で3カ月連続でマイナス（図表5コメント）

C) 小売業は全般堅調で百貨店売上は2カ月振りにプラス（図表6コメント）

D) 東京都は人口流入者の増加により、2カ月振り転入超過（図表7コメント）

E) 2026年1月の訪日外国人旅行者は359万人と48カ月振りにマイナス。11

月以降は中国からの訪日客減少が続いている（図表10コメント）
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Ⅰ-1.生産活動・消費活動・マクロ経済指標の現下の動き     
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 生産活動（建設受注、住宅着工）では、建設受注は3カ月連続プラス、住宅着工は底入れを探る展開

➢ 1月の建設工事受注高は民間部門の大幅増加により3カ月連続でプラスとなるなど好調局面継続

➢ 持ち家着工は6.6%増と10カ月振りにプラス転換。但し、首都圏の好調に対して地方圏は低調

➢ 貸家は3カ月連続マイナスとなり、地域別には強弱感の動きが鮮明化している状況となっている

 小売業界では年が明けて、百貨店、スーパーはじめ全体的に売上高の伸び率が回復してきている

➢ 百貨店売上高は2カ月振りにプラス。但し、中国による対日渡航自粛の影響も顕在化か？

➢ ドラッグストア売上高は57カ月連続プラスと好調持続。調剤医薬品が牽引している！    

➢ 2026年1月の訪日外国人旅行者は359万人と48カ月振りに減少したが、2月には早くも回復へ

（11月中旬以降、中国政府の対日渡航自粛要請が続いているが、他地域の増加でカバーしている）

        

 雇用環境は長期にわたって安定的に推移してるが、依然として求人数の減少傾向が続いている

➢ パート・アルバイト時給は長期上昇傾向にあり、営業・サービス系を中心に57カ月連続上昇

➢ 有効求人倍率や低下傾向にあり、人手不足業種を中心に求人数は9カ月連続で減少している

➢ 1月の消費者物価は48カ月振りに2％割れ。今後の金融政策に影響を及ぼすのか注視したい
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 Ⅰ-2.経済活動における建設・住宅産業の動向
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（図表5）経済活動における建設・住宅産業の動向 ～ 建設業の受注及び着工の状況、住宅着工戸数・マンション供給戸数 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年9月 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．建設受注動向及び建設物価指数の状況（前年比、％）

 大手50社建設工事受注高 34.7 -10.1 9.5 20.2 5.7  1月は民間部門の大幅増により3カ月連続でプラス。4月からの累計では16.2％増

 （建築工事受注高） 44.4 -14.5 9.5 5.6 11.5  1月の受注は製造業が前年比14.7%増、非製造業が31.6％増と何れも大幅増加

 （土木工事受注高） 17.0 1.3 9.5 63.2 -6.5  1月受注は国の機関が前年比52.1%減、地方自治体が35.2％増と自治体が牽引

 建設物価指数・オフィス 2.9 3.2 3.5 3.0 3.3  1月のオフィス・工事原価は4カ月連続3％台を記録。前月比0.3％増と底入れの兆し

 建設物価指数・工場 2.3 2.7 3.0 2.9 3.3  1月の工場・工事原価の上昇率は2カ月振りに3％台。前月比は0.4％増と底入れか

 建設物価指数・マンション 4.9 5.1 5.5 5.6 5.8  1月のマンション・工事原価の上昇率は4カ月連続5％台。前月比は0.4％増と伸長

 建設物価指数・住宅 3.2 3.3 3.5 6.2 6.1  1月の住宅・工事原価上昇率は6％台と高い伸び。前月比は0.4％増と落ち着きか？

 ２．用途別住宅着工戸数・中古及び新築マンション供給戸数の状況（前年比、％）

 持ち家着工戸数 -5.6 -8.2 -9.5 -1.8 6.6  1月は建築基準法改正の影響一巡で10カ月振りにプラス転換。特に首都圏が好調

 貸家着工戸数 -8.2 4.2 -5.5 -3.4 -1.5  1月は3カ月連続マイナス。首都圏12.8％増、近畿圏31.4％減、地方圏13.9％増

 マンション着工戸数 -20.0 31.8 -29.7 2.5 -18.6  1月は2カ月振りマイナス。三大都市圏の17.8％減をはじめ全国的に落ち込んでいる

 中古マンション成約戸数 46.9 36.5 38.3 25.9 3.1  1月は3,363戸と15カ月連続でプラス。坪単価は2.3%増、平均築年数は26.78年

 新築マンション供給戸数 4.3 -28.2 -14.4 -6.0 1.3  1月は628戸と4カ月振りにプラス。初月契約率は55.7%と低調、在庫は圧縮基調に

 同㎡当たり単価・万円／㎡ 146.5 153.8 145.8 126.5 124.9  首都圏の単価は前年比11.9%増。億ション割合は20.1%（前月19.8%)と横這い

 首都圏の平均価格・万円 9,956 9,895 9,181 8,469 8,383  23区平均価格は1億2,126万円と15.8%増。億ション割合は44.0％と高水準継続

 近畿圏マンション供給戸数 16.6 -7.6 -8.2 36.6 39.7  1月は2カ月連続でプラスに。契約率は72.3％と好調、㎡単価は4か月連続で上昇

（出所）国土交通省、一般財団法人建設物価調査会、不動産経済研究所データ等より作成。2026年3月19日までに発表のもの。中古及び新築マンションデータは首都圏対象。

（注記）建設物価指数については、過去に発表された数値（概ね3カ月前まで遡及）については前回公表値を修正することがある点に注意されたい。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-3.主な経済統計の推移～消費活動、所得・雇用環境
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（図表6）主な経済統計の推移 ～消費活動、所得・雇用環境 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年9月 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．消費活動（既存店ベース、前年比、％）

　  百貨店売上高 1.4 4.2 0.9 -1.1 2.4  2カ月振りプラス。飲食料品3.5％増、衣料品0.4％減、身の回り品6.3％増と明暗

 スーパー売上高 2.1 3.0 4.2 0.3 2.6  15カ月連続でプラス。主力の飲食料品2.5%増に対して衣料品は3.0％減と低調

 コンビニ売上高 3.0 2.6 3.9 2.5 1.8  13カ月連続増加。日配食品3.7％増、加工食品3.3％増、サービス関連19.1％減

 家電量販店売上高 5.4 11.0 7.6 0.4 9.6  6カ月連続でプラス。通信家電26.7％増、情報家電14.5％増、カメラ類9.9％増に

 ドラッグストア売上高 5.1 6.0 8.0 2.3 4.0  57カ月連続でプラス。調剤医薬品10.6％増に対してOTC医薬品8.9%減と明暗

 ホームセンター売上高 -2.3 0.2 1.0 -2.6 1.6  2カ月振りプラス。オフィス12.6％増、カー用品3.1％増、インテリア6.2％減とマチマチ

 通信販売売上高 0.9 0.1 -0.1 -2.1 1.1  1月は3カ月振りにプラス転換。商品選択肢の多さ、低価格効果に伴い利用者が増加

 ２．雇用・所得環境（有効求人倍率と完全失業率は水準、そのほかは前年比、％。パート・アルバイト、派遣社員の時給は三大都市圏・全職種平均）

 有効求人倍率・倍 1.20 1.18 1.18 1.20 1.18  求人数は4.6%減と9カ月連続減。宿泊・飲食サービス業は13.8％減と大幅に減少

 完全失業率・％ 2.6 2.6 2.6 2.6 2.7  就業者数は42カ月振り減少。雇用者は増えているため、自営業主の減少が影響か？

 失業者数・万人 184 183 171 166 179  前年比16万人増加。自発的な離職、新たに求職、勤め先の都合などがそれぞれ増加

 勤労者世帯主収入・実質 0.0 -0.1 -2.2 0.0 1.3  世帯主収入は8カ月振りに増加。配偶者収入は7カ月振り減少。名目値は3.0％増

 パート・アルバイト時給 4.2 4.1 5.3 4.6 5.2  1月は前年比で57カ月連続上昇。スポーツインストラクター、医療従事者が高い伸び！

 派遣社員の時給 2.0 1.1 1.4 1.4 1.0  1月は前年比7カ月連続上昇。運用管理・保守、設計（電子・機械・建築）が牽引

 家計消費支出・実質 1.8 -3.0 2.9 -2.6 -1.0  1月は2カ月連続減少。名目値は0.7％増、教育費、住居費、交際費が大幅に減少

（出所）経済産業省、（公社）日本通信販売協会、厚生労働省、総務省、リクルートデータ等により作成。2026年3月19日までに発表のもの。

（注記）通信販売売上高統計には、ジャパネット、アマゾンなどの大手企業の取扱高は含まれていないことに留意されたい。

直近5ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-4.主な経済統計の推移～生産活動、物価動向、金融市場等
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（図表7）主な経済統計の推移 ～ 生産活動、物価動向、東京都の人口移動、金融市場等の動き ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年9月 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．生産活動、物価動向の状況（前年比、％。但し、鉱工業生産指数、機械受注は前月比）

 鉱工業生産指数（季調値） 3.4 1.5 -2.7 -0.1 2.2  1月は3カ月ぶり上昇。自動車、プラスチック製品、無機・有機化学、医薬品などが上昇

 機械受注（民需合計） 8.2 1.4 -4.7 21.8 -5.5  1月は2カ月振りマイナス。基調判断は「持ち直しの動きがみられる」を据え置いている

 機械受注（除く船舶・電力） 4.2 5.8 -9.2 16.1 -5.5  1月は2カ月振りマイナス。製造業12.5％減、非製造業6.8％増と非製造業が牽引

 国内新車販売台数 -3.3 -4.3 -6.1 0.6 -4.2  2カ月振りに減少。ホンダ0.8％増、トヨタ4.1％減、三菱10.6％減、日産16.0％減

 貿易統計・輸出額（金額） 4.2 3.6 6.1 5.1 16.8  1月は5カ月連続でプラス。米国5.1%減、西欧25.5％増、中国32.0％増と明暗！

 貿易統計・輸入額（金額） 3.3 0.7 1.3 5.3 -2.4  5カ月振りに減少。米国3.5％増、中東14.5％減、西欧3.2％減、中国0.6％増に

 消費者物価指数（20年基準） 2.9 3.0 2.9 2.1 1.5  1月は46カ月振りの2％台割れ。生鮮食品、光熱水道費、教育費などがマイナスに

 国内企業物価指数（同上） 2.8 2.7 2.7 2.4 2.3  1月は8カ月連続3％割れ。銅、貴金属展伸材などの非鉄金属を除くと落ち着いている

 ２．東京都の人口移動及び金融市場の動き（前年比、％。人）

 東京都への人口流入者 3.6 -0.7 -5.7 0.6 1.0  直近は2カ月振りにプラス。24年1月比1.8%減、23年1月比1.1％増と一進一退

 東京都からの人口流出者 6.9 2.9 -4.0 2.5 0.3  直近は2カ月連続でプラス。24年1月比2.7%増、23年1月比3.1％増と増加傾向

 東京都の人口流入超過人数 2,381 227 162 -855 2,427  1月は2カ月振りに転入超。前年同月の2,227人の転入超過に対して205人の増加

 円／ドルレート（月末値） 147.92 154.01 156.18 156.67 154.77  日米金利格差及び当局の金融政策に対する思惑などから一進一退の動きが継続中

 金価格（ドル/オンス） 3,873.2 4,013.3 4,254.9 4,357.1 4,745.1  1月末の金価格は前年比67％もの大幅上昇。2月には初の5,000ドル台乗せを達成

 日経平均株価（月末値） 44,933 52,411 50,254 50,339 53,323  高市政権発足によって、国内外の投資マインドが好転。最高値を目指す展開が継続

（出所）経済産業省、日本自動車工業会、財務省、総務省、日本銀行、法務省、取引所データ等より作成。2026年3月19日までに発表のもの。

※2026年1月の東京都への転入者数は27,465人（前年同月比272人増）、転出者数は25,038人（同72人増）であり、人口流出超過人数は2,427人となった。

※2026年2月1日現在の東京都人口は1,426万7,766人（前月比2,982人減、前年比77,676人増）となり、コロナ禍の2020年5月の1,407万4,043人に比べて193,723人増。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-5.経済活動における消費の状況①～小売業の企業別月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表8）経済活動における消費の状況① ～ 小売業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．小売業の企業別売上高状況①：百貨店、総合スーパー（既存店ベース、単位：％）

 三越伊勢丹HD 5.9 1.4 1.9 3.3 9.5  6カ月連続増。新宿伊勢丹17.4％増、三越日本橋4.4%増、三越銀座0.0%増

 松屋（銀座本店） -7.4 -2.2 -10.8 -16.3 3.1  5カ月振りにプラス。免税売上は4割減少したが、国内客による宝飾類の売上が寄与

 大丸・松坂屋 7.4 4.7 -0.8 1.7 0.1  2カ月連続増加。大丸神戸8.0％増、大丸東京0.3%減、松坂屋名古屋7.8％増

 高島屋 8.3 3.7 4.3 7.0 0.7  7カ月連続増加。日本橋店7.0％増、横浜店4.0％増、京都店3.5％増と牽引役

 イオンリテール 4.7 6.3 -0.3 3.6 1.9  節分やバレンタインなどのイベントが奏功し、食品の既存店売上高は42カ月連続増加

 セリア（100円ショップ） 6.3 9.2 8.3 12.7 7.7  客数5.9%増、客単価1.7％増。客数は29カ月連続増、客単価は5カ月連続増加

 ヤオコー（食品スーパー） 4.5 5.3 3.3 3.0 3.3  客数0.3％減、客単価3.5％増。客数は2カ月振り減少、客単価は42カ月連続増

 良品計画（無印良品） 15.8 -13.7 -5.8 2.6 4.2  客数1.9％減、客単価6.2％増。客数は4カ月連続減少、客単価は2カ月連続増加

 ２．小売業の企業別売上高状況②：コンビニ、衣類専門店（既存店ベース、単位：％）

 セブンイレブン 1.3 2.7 1.9 1.6 2.5  客数0.7%減、客単価3.2％増。客数は8カ月連続減少、客単価は12カ月連続増

 ファミリーマート 1.6 1.9 0.5 1.6 1.6  客数1.4％減、客単価4.1％増。既存店日商は54カ月連続で前年比プラスを更新！

 ローソン 2.2 4.6 4.1 4.5 1.9  客数1.5％減、客単価3.5％増。客数は3カ月振り減少、客単価は21カ月連続増

 ユニクロ（国内事業） 25.1 7.6 -6.6 14.0 4.6  客数3.4%減、客単価8.3％増。月後半に気温が上昇したことで春物商品が好調に

 ワークマン（カジュアル） 19.5 7.9 -2.0 10.8 23.2  客数9.4％増、客単価12.7％増。客数は2カ月連続増、客単価は16か月連続増

 アオキ（紳士服） -1.1 4.0 -1.7 -0.8 -2.4  客数7.8%減、客単価5.8％増。客数は3カ月連続減少、客単価は40カ月連続増

 青山商事（紳士服） -5.2 -2.1 -5.7 -5.2 -3.7  客数1.3%減、客単価2.4％減。客数は2カ月連続減少、客単価3カ月連続で減少

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年3月19日までに発表のもの。（注記）ユニクロ売上高は国内の既存店及びEコマース売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

 直近5か月における月次動向
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 Ⅰ-6.経済活動における消費の状況②～小売・外食産業等の月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表9）経済活動における消費の状況② ～ 小売業、外食産業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．小売業の企業別売上高状況③：ドラッグストア（既存店ベース、単位：％）

 マツキヨ＆ココカラ 1.8 3.6 -4.6 0.4 2.0  客数0.9％減、客単価3.0％増。客数は3カ月連続減少、客単価は41カ月連続増

 サンドラッグ 1.3 3.5 -1.8 1.2 -0.5  2カ月振りにマイナス。ドラッグストア事業0.8%減、ディスカウント事業0.2%減と低調

 ツルハHD 2.8 5.2 0.3 2.3 4.0  客数1.2%増、客単価2.8％増。客数は3カ月振り増加、客単価は17カ月連続増

 ２．外食産業の企業別売上高状況：ファミレス、ファーストフード、牛丼チェーン、テイクアウト弁当等（既存店ベース、単位：％）

 すかいらーくグループ 6.9 8.9 4.0 10.3 5.7  客数0.1％増、客単価5.6％増。客数は2カ月連続増加、客単価は49カ月連続増加

 サイゼリヤ 16.9 19.0 18.7 21.6 18.2  客数14.7％増、客単価3.0％増。低価格戦略が奏功し客数の2桁増が続いている

 ロイヤルホスト 6.4 11.3 7.7 6.5 4.1  客数1.1%減、客単価5.3％増。客単価は増加基調継続、客数は4カ月振りに減少

 マクドナルド 8.1 5.6 3.4 11.7 8.0  客数6.9%増、客単価1.1％増。客数、客単価ともに14か月連続増加と好調持続

 モスバーガー 12.9 18.5 6.4 6.4 5.2  客数3.1%増、客単価2.1％増。客数は19カ月連続増、客単価は16カ月連続増！

 日高屋（町中華） 5.4 4.9 6.6 5.9 1.7  客数0.2%減、客単価1.9％増。客数は50カ月振り減少、客単価は20カ月連続増

 餃子の王将（町中華） 3.0 6.4 2.0 -0.2 -0.5  客数2.8%減、客単価2.4％増。客数、客単価何れも2カ月連続でマイナスを記録！

 すき家 4.2 13.1 0.9 6.0 7.0  客数0.5%増、客単価6.4％増。売上高は10カ月連続増、客数は3か月振り増加

 吉野家 -5.7 4.4 5.9 17.3 6.7  客数0.5%増、客単価6.2％増。客数は4カ月連続増、客単価は52カ月連続増加

 松屋フーズ 7.7 10.7 6.1 12.9 4.1  客数1.4%減、客単価5.5％増。客数は2カ月振り減、客単価は引き続き高い伸び

 焼肉キング -3.6 4.1 4.6 5.9 1.6  客数3.7%減、売上高は4カ月で連続増加、客数は4カ月振りの減とまだら模様の動き

 トリドール（丸亀製麺） -0.7 1.2 0.6 0.3 2.2  客数3.5%増、客単価1.3％減。客数は5カ月振り増加、客単価は55カ月振り減少

 スシロー 10.2 9.4 11.0 6.2 12.4  客数5.3%増、客単価6.8％増。客数は5カ月連続増加、客単価は17カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年3月19日までに発表のもの。（注記）すかいらーくは、ガスト、バーミアンなどグループ全体の売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-7.経済活動における人出の状況～交通機関の利用状況、ホテル稼働率等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表10）経済活動における人出の状況 ～ 交通機関の利用状況、ホテル稼働率等 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年9月 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．交通機関の利用状況（前年比、％）

 新幹線輸送量（JR東海） 15.0 10.0 6.0 4.0 6.0  のぞみ5％増、ひかり8％増と増加トレンド。2月速報はのぞみ1％増、ひかり9％増

 JR東日本・定期外収入 4.6 4.5 5.4 3.9 6.5  主要新幹線の輸送量は東北3％増、上越6％増、北陸6％増と好調に推移している

 東急電鉄・定期外収入 3.1 0.6 1.3 2.5 3.8  定期収入は0.7%増。輸送人員は定期3.7%増、定期外3.8％増と順調に増加！

 京浜急行・定期外収入 2.8 1.9 1.5 1.8 4.4  定期収入は1.9%増。輸送人員は定期1.5%増、定期外4.7％増と定期外が牽引

 京成電鉄・定期外収入 4.1 6.9 7.0 4.6 3.6  定期収入は2.4%増。成田有料特急は運輸収入5.4%増、輸送人員5.1％増！

 国内線旅客数・ANA 1.6 3.6 2.7 2.1 3.0  座席利用率は72.6％と前年比5.2ポイント上昇。貨物重量は5カ月連続で減少した

 国際線旅客数・ANA 12.4 15.0 16.4 12.5 7.8  座席利用率は82.5％と前年比2.1ポイント上昇。貨物重量は3カ月連続で増加した

 ２．国内海外旅行、宿泊施設の稼働率、訪日外国人旅行者数（単位：％、但し、延べ宿泊者数は前年同月比較。ホテル及び旅館稼働率は水準）

 延べ宿泊者数・日本人 -5.0 -3.6 -3.6 -4.9 -1.9  12月は3,812万人泊、1月は3,308万人泊。1月は15カ月連続でマイナスを記録！

 延べ宿泊者数・外国人 1.3 3.7 -3.7 -2.3 -12.9  12月は1,547万人泊、1月は1,320万人泊。中国人渡航自粛の影響で減少率拡大

 延べ宿泊者数・全体 -3.6 -1.6 -3.7 -4.2 -5.3  12月は5,359万人泊、1月4,628万人泊。外国人の宿泊数低迷で8カ月連続減少

※  リゾートホテル稼働率 56.8 61.5 60.1 53.7 53.6  トップは千葉県85.9%。次いで奈良県、福岡県、佐賀県、長崎県と西日本に集中！

※  ビジネスホテル稼働率 76.8 81.5 80.2 73.6 65.9  トップは東京都83.0%、次いで神奈川県、埼玉県、兵庫県、大阪府、京都府と分散

※  シティホテル稼働率 75.8 80.5 77.7 73.0 63.2  トップは滋賀県86.0%。次いで東京都、三重県、埼玉県、長崎県、福岡県の順番！

※  旅館稼働率 39.8 42.3 42.4 35.3 34.5  トップは香川県50.0%。次いで大分県、神奈川県、鳥取県、佐賀県、京都府と分散

 訪日外国人旅行者数 13.7 17.6 10.4 3.7 -4.9  1月は359万人と48カ月振り減少。中国60.7％減に対して韓国21.6％増と対照的

（出所）各社ホームページ、観光庁データ等より作成。※印は水準（利用部屋数/利用可能部屋数）を表す。2026年3月19日までに発表のもの。

（注記）延べ宿泊者数とは、特定の期間内に宿泊姿勢に宿泊した人数の合計を指しています。例えば10人が5泊宿泊した場合の延べ宿泊者数は50人泊となります。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

8
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【小型スーパー（食品スーパー）は何故、好調なのか？】

2025年のスーパーマーケット総売上高の前年比は、全店ベースで3.9％増、既存店ベースでは2.9％増となり、全店

ベースでは2022年以降4年連続、既存店ベースでは2023年以降3年連続で前年を上回る実績となりました。前年からの

最も伸び率が高くなったのは、一般食品カテゴリーの5.1％増であり、次いで惣菜カテゴリー3.5％増、日配カテゴリー

2.8％増と続きました。一般食品カテゴリーは、米の価格高騰で年間を通して大きく売上を伸ばしました。また、2025

年も夏期に記録的な猛暑に見舞われたため、飲料など夏物商材が好調に推移しました。

こうしたなかで、大型スーパーに買い物に行くという当たり前だった風景が変わろうとしています。最近では、小型

スーパーの出店が勢いを増しています。イオン傘下の「まいばすけっと」は、首都圏を中心に急速に出店数を増やして

います。また、九州発のディスカウント店、トライアルホールディングの小型スーパー「トライアルGO」はついに東京

に初進出しました。今後、小型スーパーの出店は益々盛んになると見られています。小型スーパーの特徴としては、①

店舗が小さいため、出店に際しての賃貸借契約などがスムーズ、②大手企業の傘下のためオペレーションのマニュアル

化が進んでいる、③商品供給力に優れているためコンビニに対する価格優位性がある、といった点が挙げられます。な

かでも、インフレ時代においては「価格優位性」という点は大きなアドバンテージ（利点）になると思われます。

小型スーパーとコンビニとの違いとしては、コンビニはおにぎりやサンドイッチなどの日配食品を中心に扱っている

のに対して、小型スーパーは新鮮な生鮮食品や野菜、果物、肉魚類の品揃えが豊富といった点が挙げられます。さらに、

コンビニは価格が高めで、小型スーパーの価格帯はコンビニより安い傾向があります。また、コンビニは宅配便受付や

公共料金の支払いなどの便利なサービスが充実していますが、小型スーパーではこうしたサービスは余り取り扱ってい

ません。但し、昨今では公共料金の支払い、チケット購入などはネットで対応するケースが増えているため、コンビニ

の取扱高も減少傾向にあるようです。このため、インフレ時代には「価格の優位性」と「生鮮品などの商品の品揃え」

が武器となるため、小型スーパー（食品スーパー）の優位性は続きそうです。

公益社団法人 全日本不動産協会
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景気ウォッチャー調査 ⇒ 2月調査は前月比で4カ月振りに上昇した

A) 家計動向は前月比1.7pt上昇し、48.8ptとなった（図表11コメント）

B) 住宅関連、サービス、飲食関連の上昇が寄与した形（図表11コメント）

C) 企業動向は製造業の回復により、2カ月連続で上昇（図表11コメント）

D) 雇用動向は前月比0.4pt改善し、2カ月振りに上昇した（図表11コメント）

E) 景気マインドは個人消費の回復などにより回復傾向を見せているが、3月に

入ってからのイラン紛争勃発に伴う原油高には注視が必要である

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅱ-1.景気ウォッチャー動向調査

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表11）景気ウォッチャー調査 ～ 景気の現状判断DI（季節調整値）

  項   目 （前月差）

 景気の現状判断DI ↗ 54.1 ↘ 53.9 ↓ 14.2 ↘ 7.9 ↗ 47.0 ↗ 48.2 ↘ 48.0 ↘ 47.7 ↘ 47.6 ↗ 48.9 1.3

家計動向調査 ↗ 52.7 ↘ 52.3 ↓ 12.6 ↘ 7.5 ↗ 46.6 ↗ 47.7 ↘ 47.6 ↘ 47.2 ↘ 47.1 ↗ 48.8 1.7

小売関連 ↗ 52.6 ↘ 52.5 ↓ 16.0 ↘ 10.5 ↗ 45.5 ↗ 46.9 ↗ 47.1 ↘ 45.6 ↗ 47.4 ↗ 48.0 0.6

飲食関連 ↗ 51.3 ↘ 51.1 ↓ 0.7 ↘ -3.1 ↘ 44.3 ↘ 44.0 ↘ 41.3 ↗ 45.3 ↗ 45.8 ↗ 48.7 2.9

サービス関連 ↗ 53.5 ↘ 52.2 ↓ 7.4 ↘ 3.5 ↗ 49.0 ↗ 50.2 ↗ 50.8 ↗ 50.9 ↘ 47.9 ↗ 50.9 3.0

住宅関連 ↘ 51.4 ↗ 52.8 ↓ 19.0 ↘ 9.4 ↗ 48.1 ↘ 47.2 ↘ 44.9 ↗ 47.1 ↘ 42.6 ↗ 46.7 4.1

企業動向調査 ↘ 55.3 ↗ 55.7 ↓ 19.2 ↘ 9.9 ↘ 48.0 ↗ 49.9 ↘ 49.0 ↘ 48.6 ↗ 49.5 ↗ 49.9 0.4

製造業 ↘ 54.8 ↗ 56.9 ↘ 21.7 ↘ 12.1 ↘ 47.0 ↗ 48.7 ↘ 46.9 ↗ 48.0 ↗ 48.9 ↗ 50.3 1.4

非製造業 ↘ 55.8 ↘ 54.5 ↓ 17.5 ↘ 8.3 ↗ 48.7 ↗ 50.9 ↗ 51.1 ↘ 49.4 ↗ 50.4 ↘ 49.5 -0.9 

雇用関連 ↗ 61.3 ↘ 60.7 ↓ 13.6 ↘ 6.3 ↗ 47.9 ↗ 48.0 ↘ 47.8 ↗ 48.6 ↘ 47.2 ↗ 47.6 0.4

 景気判断理由の概要（コメント） 印の見方：◎良、〇やや良、□不変、▲やや悪、×悪

【百貨店】〇現況は端境期で、天候不順もあり消費が減退しているが、春商戦以降は新生活ニーズなどもあり、順調な外商予約などを含め売上回復が見込まれる（家計動向）

【コンビニ】□おにぎりを始め、値上げが続いていることで、客が価格に対して敏感になっている。客の節約意識は高いままであり、余計な物を買わない状況にある（家計動向）

【観光名所】〇物価の上昇に収入が追い付いていないことが懸念されるものの、国内観光客が戻りつつある。また、中国からの訪日渡航自粛の影響もほとんどない（家計動向）

【建設業】□解体業界では燃料費、資材価格が安定せず高止まりが続いている。人手不足と労務費の上昇が深刻であり、コストを抑える対策、見積りなどを模索している（企業動向）

【商店街】□高額商品はまずまず売れるものの、中間価格帯の商品の動きが厳しくなっている。全体的に買上単価の２極化が進んでおり、それに伴って客単価が低下している（企業動向）

【電機機械製造業】〇半導体製品の品薄状況は今後も続き、製品開発、ポートフォリオの見直しが予想される。計画どおりに市場投入できれば、ますます良い方向に向かう（企業関連）

【求人情報誌制作会社】〇さまざまな企業で中途採用が多く行われており、転職していく者も多い。人材の流動化に伴い、各人の給与も上がっていくとみられている（雇用関連）

（出所）内閣府データ等により作成。直近データは2026年3月9日に発表。コメントは、2026年3月以降の先行きに対する内容を重点的に紹介している。

（注記）↑印は前月比10ポイント以上の上昇、↗印は同10ポイント未満の上昇、↓印は同10ポイント以上の低下、↘印は同10ポイント未満の低下を示す。

コロナ禍前のピーク コロナ禍のボトム

17年11月 17年12月 20年3月 20年4月 25年9月 26年2月

直近６カ月の動き（月次動向）

26年1月25年12月25年11月25年10月

52.9



1）2月の景気ウォッチャー判断DIは4カ月振りに上昇し、街角景気にはやや明るさが見え始めている印象！

   2）家計動向DIでは、インフレ環境の落ち着きにより飲食関連、サービス、住宅関連が改善傾向を示している

3）但し、3月以降についてはイラン紛争勃発に伴う原油高を契機に、インフレリスクが高まっている点に注意
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　（出所）内閣府、総務省データより作成。月次ベース。2026年3月19日までに発表のもの。
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（図表13）有効求人倍率と家計消費支出
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（図表12）景気ウォッチャー判断DIの推移
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Ⅱ-2. Coffee Time            
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【宅地建物取引業者の施行状況実態調査を分析する】

宅地土地取引業者数が順調に増加しています。なかでも東京都の宅建業者数は2024年度調査において11年連続で増

加し、全国の業者数の約4分の1が集中している「レッドオーシャン（競争が激しい既存市場）」の状態となっています。

この背景には、不動産価格高騰に伴う仲介手数料の期待値上昇と、不動産テックの普及による少人数での開業ハードル

が低くなっていることが挙げられます（図表14参照）。

宅建業者における業態別市場分析をみると、売買仲介業態では都心マンション価格の上昇により、1件当りの仲介手

数料が極めて高くなっています。このため、これまで以上にコンサルタント能力が求められており、単なる物件紹介で

はなく、税制、住宅ローン控除、相続対策、資産運用など高度な専門地域を武器にする業者が選ばれる傾向が強くなっ

ています。一方、賃貸管理・仲介業態では自社で管理物件を保有し、毎月の管理料を得る「ストック型」への意向が鮮

明となっています。これまでのような単なる入居募集だけではなく、リノベーション提案や家賃保証、24時間駆けつけ

サービスなど、周辺サービスを内容化することによって付加価値を提供しようといった動きが加速化しているようです。

また、ITを活用した管理効率化と退去抑制に注力する業者も増加しています。

一方、デベロッパー（開発事業者）と一般の宅建業者との関係をみると、従来の「開発」と「流通」という分業の状

態から、最近では「全領域での直接競合」へと変化しているようです。大手デベロッパー（三井・住友・野村・東急

等）は、自社グループ内に強力な仲介部門を有しています。このため、新築販売から中古売買（仲介）、管理までをグ

ループ内で完結されるという「循環型ビジネスモデル」を確立しており、独立系の宅建業者にとっては優良な中古在庫

が市場に回ってこないという脅威になっています。また、買い取り再販市場、土地仕入れについてもデベロッパーと一

般の宅建業者は対立する関係にあります。デベロッパーと一般の宅建業者の関係は、「資本力のある大手業者」と「専

門性の高い小規模事業者」といった二極化傾向が一段と進んでいくものと見られています。一般の宅建業者は、「相続

専門」「外国人専門」「特定エリアの未公開情報」など、大手の手が届かないニッチな領域で差別化を図っていくこと

が生き残りの条件となっていくのではないでしょうか。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表14）宅地建物取引業者数の推移

区分

年度 法人 個人 合計 法人 個人 合計 法人 個人 合計 新規登録者 総登録者数

 2014年度 （E） 2,270 1 2,271 102,200 18,160 120,360 104,470 18,161 122,631 22,799 958,974

 2015年度 2,356 1 2,357 103,273 17,619 120,892 105,629 17,620 123,249 24,485 982,411

 2016年度 2,430 1 2,431 104,064 16,921 120,985 106,494 16,922 123,416 23,201 1,004,101

 2017年度 2,503 2 2,505 105,015 16,262 121,277 107,518 16,264 123,782 23,830 1,024,974

 2018年度 2,566 3 2,569 106,234 15,648 121,882 108,800 15,651 124,451 25,717 1,049,253

 2019年度 （D） 2,600 3 2,603 107,837 15,198 123,035 110,437 15,201 125,638 27,580 1,074,015

 2020年度 2,673 2 2,675 109,804 14,736 124,540 112,477 14,738 127,215 26,602 1,098,790

 2021年度 （C） 2,774 2 2,776 111,764 14,057 125,821 114,538 14,059 128,597 28,638 1,126,261

 2022年度 2,920 2 2,922 113,310 13,372 126,682 116,230 13,374 129,604 29,491 1,154,432

 2023年度 （B） 3,045 2 3,047 114,736 12,800 127,536 117,781 12,802 130,583 29,734 1,182,150

 2024年度 （A） 3,156 2 3,158 116,746 12,387 129,133 119,902 12,389 132,291 30,336 1,211,760

【年平均成長率】

 過去10年 （A）/（E） 3.4 7.2 3.4 1.3 -3.8 0.7 1.4 -3.8 0.8 2.9 2.4

 過去5年 （A）/（D） 2.6 0.0 2.6 0.9 -2.5 0.5 0.9 -2.5 0.6 1.2 1.5

 過去3年 （A）/（C） 4.4 0.0 4.4 1.5 -4.1 0.9 1.5 -4.1 0.9 1.9 2.5

 前年比 （A）/（B） 3.6 0.0 3.6 1.8 -3.2 1.3 1.8 -3.2 1.3 2.0 2.5

（出所）国土交通省社「不動産・建設経済局不動産産業課」資料等を基に筆者作成。

※2024年度末の宅地建物取引業者数は132,291業社と11年連続で増加した。過去10年間の年平均伸び率は0.8%増、直近では1.3%増。

※2024年度末の宅地建物取引士登録者数は1,211,760人であり、過去10年間の年平均伸び率は2.4%増、直近でも2.5%増と安定成長。

大  臣  免  許 知　事  免  許 合計（大臣免許＋知事免許） 宅地建物取引士登録者数



Ⅱ-3.暮らしの流れ ～ 知って得する冠の日 ～     
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 4月  1日（水）：東スポの日 ⇒ 2022年、エンターテインメント紙の「東京スポーツ新聞」（通称：東スポ）が制定。東

スポは独特の見出し、その誤報・ガセネタ・飛ばし記事の多さから、「飛ばしの東スポ」の異名を取っています。

 4月  5日（日）：清明（せいめい） ⇒ 「二十四節気」の一つで第5番目にあたります。草や木、水などが清く明らかであ

           り、東南風の心地よい季節という意味で「清明」とされています。

 4月10日（金）：女性の日 ⇒ 1946年（昭和21年）、戦後初の男女普通選挙制度を採用した総選挙が行われ、初めて女性

            の参政権が行使されました。そして、2025年10月21日、高市早苗氏が女性初の内閣総理大臣に就任しました。

 4月17日（金）：春土用の入り ⇒土用は、立春・立夏・立秋・立冬の前の「18日間」のことを指しており、最初の日を

  「土用入り」、最後の日を「土用明け」と言います。この時期のウナギは脂がのってとても旨いとされています。      

 4月18日（土）：良い歯の日 ⇒ 「よ（4）い（1）歯（8）」と読む語呂合わせから、公益社団法人・日本歯科医師会が

           1993年（平成5年）に制定。歯と口の健康は全身の健康と密接に関わり、健康寿命の延伸につながっています。

 4月27日（月）駅伝誕生の日 ⇒ 1917年（大正6年）のこの日、京都・三条大橋から東京・上野不忍池までの23区間の約

508kmを3日間かけて走る東海道五十三次駅伝競走（東海道駅伝徒歩競走）が行われました。「駅」とは首都と地方

の間の道路網に30里（約16km）毎に置かれた中継所のことをいい、ここに宿泊施設や人、馬を配置していました。

  年度初め：日本においては1886年（明治19年）に4月を年度始まりにすることが定められました。年度始まりが4月に

  なった由来としては、年貢をお金に換金して納めるようになったため収穫から時間が必要になったという説や、明治

           政府が国作りの参考にしていた当時のイギリスの会計年度が4月始まりだったなどの説が有力とされています。

  旬の食材：4月は春野菜や山菜、春の魚介類、いちごや柑橘類などが旬を迎え、みずみずしく柔らかい食材が豊富です。

           代表的な食材としてはたけのこ、春キャベツ、ふき、菜の花、新ごぼう、しらす、ホタルイカ、浅利、ハマグリなど

           が挙げられます。意外なお勧めとして、「しらすと菜の花の丼」「きんぴらごぼうの細巻き」などは如何でしょうか。



Ⅲ.ここがポイント（3）       
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資本市場と実体経済 ⇒ 株価は日米ともに高値圏で推移か？

A) 住宅着工戸数全体では3カ月連続マイナスとなったが、持ち家着工は首

都圏の回復が寄与し、10カ月振りにプラス転換（図表15コメント）

B) 小売売上高はマインド好転で2カ月振りプラス転換（図表16コメント）

C) 家計収入は3カ月振りにプラス、世帯主収入が増加（図表17コメント）

D) 株価は日米ともにイランショックの影響で調整局面入りの様相。原油価

格動向、金利水準、為替動向に注視する必要がある（図表20コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会



Ⅲ-1.ニッチな視点：地域別にみた経済動向、株式市場の動き
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 ２月末のイスラエル・米国によるイランへの攻撃によって世界経済の先行きに暗雲が立ち込めています。イランの

国営メディアは最高指導者ハメネイ師が死亡したと伝えました。その後、イランが周辺国への攻撃を強め、製油施

設や貯蔵庫などの被害が伝えられています。この結果、原油価格が大幅に上昇し、一時1バレル当たり100ドルを

大きく突破しました。これにより、世界的にインフレリスクが高まり、経済成長率が低下するのではないかと危惧

されているわけです。

 こうしたなかで、世界的に株価は大きく下落し、為替市場はドル高傾向が表れています。ホルムズ海峡の安定は、

日本経済にとって生命線と言っても過言ではありません。紛争期間が数日で収束すれば、原油価格や株価の乱高下

にとどまりますが、2～3週間となれば航空・物流・電力コストが上昇し、1～2カ月ともなれば電力・製造業など

のコスト上昇を通じて物価が圧迫されることになります。さらに3カ月以上ともなれば景気後退リスク、インフレ

進行が現実味を帯びてくるでしょう。そうなれば、生活上の備蓄も考えなければならないかもしれません。

 建設・住宅関連統計（建築着工は前年比プラスに転換、住宅着工は3カ月連続で減少）（図表15）

➢ 建設着工は、データセンターなどの好調を背景に13カ月振りにプラス転換したが、持続性には懐疑的？

➢ 住宅着工戸数は、2カ月連続で減少したものの、持ち家が10カ月振りにプラスとなるなど一部で明るさも

➢ 但し、住宅着工については建築に関わる人手不足、住宅ローン金利上昇など不安定要因が内在している

 日本及び米国の株式市場動向（日米ともにイランショックにより大きく下落している）（図表18～21）

➢ 日経平均は、イランショックにより3月以降は大幅下落しているが、下支え買いにより意外と底堅い動き？

➢ 米国株は、イランショックの影響はあるものの、米国経済の底堅さにより上昇トレンドは崩れていない？

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅲ-2.地域別経済統計①：建築着工床面積、新設住宅着工戸数

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表15）主な地域別経済統計の推移 ～ ①生産活動 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．建築着工床面積（前年比、％）

　  宮城県 -8.0 -8.3 7.6 -15.8 16.2 -40.1 -40.2 44.6 -24.5 -12.6 -40.5 -32.6 

 茨城県 -21.4 -11.2 -12.5 -62.3 5.4 50.1 -11.7 -51.7 0.9 1.0 33.1 34.1

 埼玉県 0.9 -13.0 2.9 -11.1 0.2 -17.0 -28.8 39.8 -8.8 -1.4 -38.1 20.7

 千葉県 -9.2 -8.0 0.5 6.5 -34.8 -23.9 42.1 -10.9 -32.8 -56.4 11.2 32.5

 東京都 -7.0 -0.0 -6.9 -24.9 1.5 70.4 -11.4 -47.7 -6.0 -15.5 4.7 -26.2 

 神奈川県 1.9 -8.9 -2.9 -5.2 -42.6 1.2 14.8 -5.8 -6.0 -20.5 -23.6 9.5

 全国 -3.1 -8.8 -3.6 -15.8 -16.9 -2.9 -4.0 -7.8 -16.0 -14.5 -2.6 0.3

 ２．新設住宅着工戸数（前年比、％）

　  宮城県 4.3 -10.8 12.1 -11.8 37.8 -13.5 -16.1 54.8 -28.0 11.9 -52.3 25.6

 茨城県 -8.9 -11.0 -4.6 12.6 -20.6 -8.5 -6.3 -33.7 -18.6 13.3 43.8 -11.1 

 埼玉県 1.7 3.0 -3.8 7.3 11.3 -1.1 -12.0 2.4 -6.2 -12.0 0.7 17.6

 千葉県 3.4 -8.7 1.6 13.7 -16.0 0.3 12.2 -28.0 -24.1 -37.9 19.5 38.0

 東京都 0.7 -7.8 3.4 -37.0 -5.2 -0.2 -8.0 -12.4 -2.9 -5.0 10.3 -20.7 

 神奈川県 2.8 -3.7 2.6 -14.6 -13.4 16.3 21.5 -11.7 -19.3 -10.1 -15.9 17.9

 全国 -0.6 -7.1 2.0 -1.7 -4.8 -4.0 -6.7 -2.5 -15.6 -8.5 -1.3 -0.4 

（出所）国土交通省データ等により作成。2026年3月19日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）1月の建築着工床面積は13カ月振りにプラス転換した。物件大型化により地域ごとに変動率が大きくなっていることが特徴。

（2）1月の新設住宅着工戸数は3カ月連続で減少。持ち家6.6％増、貸家1.5％減、給与27.9％増、分譲4.8％減とマチマチな動き。

（3）地域別では、中部、近畿、九州を除くと前年比プラスとなっているが、首都圏は貸家の減少が響いて0.9％増と冴えない動き。
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Ⅲ-3.地域別経済統計②：小売売上高、家計消費支出

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表16）地域別経済統計の推移 ～ ②消費活動 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．小売売上高（百貨店・スーパー、既存店ベースの前年比、％）

　  宮城県 0.4 3.2 0.7 1.8 2.1 1.4 2.4 1.2 0.2 0.2 -2.9 1.7

 茨城県 0.4 1.5 0.8 2.2 1.5 0.0 2.2 2.0 1.3 1.0 -3.1 0.4

 埼玉県 1.0 4.2 2.2 3.3 3.9 2.9 4.6 3.0 2.2 3.3 0.3 1.9

 千葉県 1.7 4.0 1.9 3.1 4.5 2.1 3.9 2.6 3.4 4.4 1.6 3.5

 東京都 9.5 7.7 3.8 5.3 7.9 5.4 10.0 2.9 -4.2 2.5 0.3 2.8

 神奈川県 1.1 2.6 2.0 1.8 2.1 1.1 3.9 2.7 2.5 3.1 2.5 4.4

 全国 3.9 4.5 2.6 3.6 4.1 2.5 6.6 2.9 -0.1 3.2 -0.1 2.6

 ２．家計消費支出・市区単位・二人以上世帯（前年比、％）

　  仙台市 1.3 6.2 3.2 -1.1 -4.8 23.6 5.5 -13.9 14.4 5.6 -2.5 3.0

 水戸市 8.1 3.3 2.6 4.4 15.2 -16.1 -4.7 18.1 17.4 -6.8 8.5 25.6

 さいたま市 3.1 5.9 4.0 -6.5 -19.9 6.9 4.8 12.9 2.7 3.1 -9.9 -5.8 

 千葉市 -2.2 0.8 9.8 4.6 -21.1 -4.1 15.6 34.1 2.4 3.6 -21.0 -9.5 

 東京都区部 -0.4 6.1 2.8 4.7 10.8 3.6 0.4 -2.0 13.3 -1.4 -2.0 -2.2 

 横浜市 0.4 1.7 7.8 7.1 -9.1 -7.9 5.9 8.8 -2.8 3.6 5.9 2.4

 全国 4.2 1.1 2.1 3.4 -0.5 0.4 1.9 7.0 5.2 6.3 -0.3 0.7

（出所）経済産業省、総務省データ等により作成。家計消費支出は暦年ベース。2026年3月19日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）1月の小売売上高は全国ベースで7カ月連続プラス。岩手県、和歌山県、鳥取県、長崎県以外の44都道府県で前年比プラスを記録。

（2）1月の消費支出は全国ベースで2カ月振りに増加。水戸市が2桁プラスとなったのは住宅に関わるリフォーム費用等が増加した影響。
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Ⅲ-4.地域別経済統計③：有効求人倍率、家計実収入
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（図表17）主な地域別経済統計の推移 ～ ③雇用所得環境 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年11月 25年12月 26年1月

 １．有効求人倍率・受理地別・季調値（水準、％）

　  宮城県 1.40 1.34 1.23 1.43 1.37 1.30 1.22 1.22 1.19 1.15 1.15 1.12

 茨城県 1.49 1.37 1.32 1.52 1.40 1.34 1.34 1.31 1.18 1.12 1.13 1.10

 埼玉県 1.05 1.05 1.04 1.08 1.08 1.02 1.00 1.07 1.02 1.94 0.95 0.97

 千葉県 1.00 0.99 0.99 1.01 1.01 0.98 0.98 1.02 0.98 0.97 0.98 0.98

 東京都 1.60 1.78 1.76 1.71 1.78 1.77 1.82 1.76 1.70 1.73 1.74 1.73

 神奈川県 0.90 0.91 0.91 0.93 0.91 0.88 0.93 0.91 0.85 0.83 0.84 0.83

 全国 1.31 1.29 1.25 1.36 1.30 1.27 1.23 1.25 1.22 1.19 1.20 1.18

 ２．家計実収入（勤め先収入）・市区単位・二人以上世帯の世帯合算値、但し暦年ベース（前年比、％）

　  仙台市 9.3 9.9 6.9 8.0 -13.9 25.3 22.7 1.0 -16.0 -18.3 -20.6 -2.4 

 水戸市 -9.2 11.6 8.3 -7.8 51.5 10.4 -2.9 4.0 -21.3 4.2 8.0 -1.1 

 さいたま市 11.8 -9.2 2.3 -9.1 -8.4 6.0 1.6 19.1 -23.1 15.0 8.7 3.0

 千葉市 5.1 -0.4 8.8 16.1 -32.6 -9.3 41.3 15.7 -12.4 -9.3 -3.7 -13.3 

 東京都区部 -6.5 4.7 8.7 13.3 -24.8 0.6 53.5 -6.5 2.7 -1.1 13.1 16.9

 横浜市 8.7 1.8 -0.9 1.7 30.0 -10.1 -9.3 19.9 -3.5 -2.7 10.3 0.4

 全国 2.4 -1.6 4.7 8.0 -2.9 -4.3 7.5 11.4 1.9 -1.5 -3.3 3.0

（出所）厚生労働省、総務省データ等により作成。家計実収入は暦年ベース。2026年3月19日までに発表のもの。イエロー枠は直近3カ月でネガティブな数値。

（注記1）有効求人倍率は厚生労働省が全国のハローワークの求職者数、求人数を基に算出している。最近では民間ベースの職業斡旋サービスのシェアが上がっていることに留意。

（注記2）家計実収入は勤労者世帯の勤労収入がベースであり、財産収入、預貯金引出、クレジット購入借入金は含まれていない。

（1）有効求人倍率の全国平均は1.18倍割と低迷。倍率が高いのは、東京都1.73倍、福井県1.62倍、石川県1.51倍、富山県1.47倍。

（2）家計収入は全国ベースで3カ月振りにプラス。東京都区部の2桁増は配偶者収入、臨時収入、賞与等が増加が寄与した影響による。

1.24

0.8



1）建設株は、好業績は続いているものの、イランショックによる株式市場急落によって大幅調整を示現！

   2）不動産株は、3月以降は株式市場全体の急落の影響で下落しているものの意外と底堅い展開との見方も？ 
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Ⅲ-5.株価指数の推移①：建設株指数、不動産株指数
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年3月は19日終値。
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1）日経平均は、イランショックにより3月以降は大幅下落しているが、下支え買いにより意外と底堅い動き？

2）米国株は、イランショックの影響はあるものの、米国経済の底堅さにより上昇トレンドは崩れていない？
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Ⅲ-6.株価指数の推移②：日経平均株価、ニューヨークダウ
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年3月は19日終値。

18,000

22,000

26,000

30,000

34,000

38,000

42,000

46,000

50,000

54,000

58,000

62,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

日経平均・リーマン局面（左） 日経平均・2017年以降（右）

18,000

22,000

26,000

30,000

34,000

38,000

42,000

46,000

50,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

NYダウ・リーマン局面（左） NYダウ・2017年以降（右）



Ⅲ-7.専門用語の解説コーナー      
 地下鉄8号線延伸計画（豊洲駅から住吉駅までの区間を整備し、2030年代半ばの開業目標）・9ページ、図表4-2参照

葛飾区は、地下鉄8号線（有楽町線）の延伸計画において、地域自治体と連携し、沿線自治体と協力して取り組んで

います。具体的には、地下鉄8号線の延伸（豊洲から足立区葛西用水親水水路から以北）と誘致に取り組んでおり、地

域、議会及び行政が一丸となって、地下鉄8号線の区内延伸を目指しています。また、東京都は江東区とともに、東京

メトロ有楽町線（都市高速鉄道第8号線）の延伸（豊洲～住吉）の整備に向けて取り組んでおり、地域公共交通計画を

策定し、整備を促進するための「地域公共交通利便増進実施計画」を策定しています。

 ビジネスホテル（主に出張や短期滞在者向けの利便性とコスト重視の宿泊施設）・19ページ、図表10参照

ビジネスホテルは、名前の通りビジネスマンの出張を想定して作られたホテルで、宿泊に必要な機能に特化してい

ます。客室はコンパクトで、ベッド、机、椅子、照明、Wi-Fi、テレビなど、仕事や滞在に必要な設備が整っているこ

とが多いです。また、完全な個室が提供されるため、プライバシーやセキュリティも確保されています。一方、シ

ティホテルの最大の特徴は、サービスが充実していることです。プールやスパが併設されていて、複数のレストラン、

大きなエントランスやフロントがあり、コンシェルジュサービスやバトラーサービスがあります。

 宅地建物取引業者（宅地や建物の売買・交換・貸借の仲介や代理を業として行う事業者）・24ページ、図表14参照）

宅地建物取引業者（宅建業者）は、宅地建物取引業法に基づき、宅地や建物の売買・交換、または売買・交換・貸

借の代理・媒介を不特定多数に対して反復継続的に行う事業者を指します。自ら所有する物件を貸す行為や、個人的

な一度きりの売買は宅建業には該当しません。宅建業を営むには、国土交通大臣または都道府県知事から宅地建物取

引業免許を取得する必要があります。免許は5年間有効で、更新が必要です。免許を持たずに宅建業を行うことは法律

で禁止されており、無免許営業には刑事罰や罰金が科されます。
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 本資料は、情報提供を目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・営業等を
目的としたものではありません。

 本資料の内容には、将来の予測に関する記述が含まれていますが、かかる記述は将来の業績、財務内容、経
営結果等を保証するものではありません。

 本資料において提供している情報については、その正確性及び完全性を保証するものではなく、本資料に記載
される情報を更新する責任を負うものではありません。また、予告なしにその内容が変更又は廃止される場合
があります。

 本資料の中の意見は、執筆者個人のものであり、所属する組織とは関係がありません。

 事前の承諾なく、本資料の内容の全部若しくは一部を引用、複製又は転用することを禁止します。
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